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１　令和７年度当初予算総括表

（１）収益的収入

   ア　対前年度当初予算目別比較

当 初 当 初

（Ａ） （Ｂ）

１ 下 水 道 事 業 収 益 12,717,515 100 12,683,143 100 34,372 0.3

１ 営 業 収 益 9,960,818 78.3 9,981,213 78.7 △ 20,395 △ 0.2

１ 下 水 道 使 用 料 8,225,427 64.7 8,221,847 64.8 3,580 0.0

２ 負 担 金 1,524,380 12.0 1,579,333 12.5 △ 54,953 △ 3.5

３ 補 助 金 210,965 1.6 178,562 1.4 32,403 18.1

４ そ の 他 の 営 業 収 益 46 0.0 1,471 0.0 △ 1,425 △ 96.9

２ 営 業 外 収 益 2,727,712 21.5 2,700,602 21.3 27,110 1.0

１ 受 取 利 息 19,975 0.2 3,407 0.0 16,568 486.3

２ 負 担 金 372,069 2.9 398,697 3.1 △ 26,628 △ 6.7

３ 長 期 前 受 金 戻 入 2,327,521 18.3 2,289,290 18.1 38,231 1.7

４ 雑 収 益 8,147 0.1 9,208 0.1 △ 1,061 △ 11.5

３ 特 別 利 益 28,985 0.2 1,328 0.0 27,657 1,000以上

１ 固 定 資 産 売 却 益 1 0.0 1 0.0 － 0.0

２ 過 年 度 損 益 修 正 益 8 0.0 6 0.0 2 33.3

３ そ の 他 特 別 利 益 28,976 0.2 1,321 0.0 27,655 1,000以上

（Ａ）－（Ｂ） 増 減 率

差　引　増　減

款 項 目

令和７年度 令和６年度

構成比 構成比
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   イ　節別内訳

款 項 目 節 予定額（千円）

1 12,717,515

1 9,960,818

1 下 水 道 使 用 料 8,225,427

下 水 道 使 用 料 8,225,427

 

2 負 担 金 1,524,380

他 会 計 負 担 金 1,524,380 （一般会計負担金）

汚水公費負担金（元金相当分） 1,336,306 千円

高資本費対策負担金 80,338 千円

雨水処理負担金 58,195 千円

不明水処理負担金 24,180 千円

普及促進負担金 10,996 千円

児童手当負担金 8,302 千円

6,060 千円

　　計 1,524,377 千円

（水道事業会計負担金）
3 千円

3 補 助 金 210,965
他 会 計 補 助 金 163,704 （一般会計補助金）

集落排水事業にかかる収支補てん補助金 150,597 千円
普及促進補助金 13,107 千円

内訳 水洗化普及促進に要する経費 6,411 千円
水洗化補助金交付に要する経費 6,696 千円

国 庫 補 助 金 47,261 上下水道一体効率化・基盤強化推進事業に係る補助金 42,928 千円
農村漁村地域整備交付金 4,065 千円
新しい地方経済・生活環境創生交付金  268 千円

営 業 収 益

内 訳

下 水 道 事 業 収 益

(3,380千円)          

(1,800千円)          

(980千円)            

　・生活扶助世帯への補助

自動水質監視装置に係る電気料金負担金

水質管理負担金

　・市民税非課税世帯への補助

　・ポンプ設備設置への補助

(536千円)            

　・共同排水設備設置への補助
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款 項 目 節 予定額（千円） 内 訳

4 その他の営業収益 46
督 促 手 数 料 46 下水道使用料督促手数料 42 千円

受益者負担金督促手数料ほか 4 千円
2 2,727,712

1 受 取 利 息 19,975
預 金 利 息 16,988 譲渡性預金等による資金運用利息
有 価 証 券 利 息 2,987 債券による資金運用利息

2 負 担 金 372,069
他 会 計 負 担 金 372,069 （一般会計負担金）

汚水公費負担金（利子相当分） 233,193 千円
企業債利子負担金 138,767 千円
し尿受入施設建設工事にかかる環境部負担金 109 千円

3 長 期 前 受 金 戻 入 2,327,521
受 贈 財 産 評 価 額 167,036
工 事 負 担 金 18,113
補 助 金 2,045,321
受 益 者 負 担 金 ・

分 担 金
85,383

補 償 金 11,668
4 雑 収 益 8,147

土 地 使 用 料 1,030 土地使用料 753 千円
駐車場使用料 277 千円

不 用 品 売 却 収 益 1,923
延 滞 金 3
そ の 他 雑 収 益 5,191

不用品（マンホール鉄屑及び鉄屑等）の売却

営 業 外 収 益

補助金等により取得した固定資産の減価償却や除却見合い分に係る収益

庁舎使用料（上下水道局分）ほか

-4-



款 項 目 節 予定額（千円） 内 訳

3 28,985
1 固 定 資 産 売 却 益 1

固 定 資 産 売 却 益 1
2 過年度損益修正益 8

下 水 道 使 用 料 3
受 益 者 負 担 金 ・

分 担 金
2

そ の 他 3
3 そ の 他 特 別 利 益 28,976

そ の 他 特 別 利 益 28,976

増減の主な理由

（科目）下水道事業収益・営業収益・下水道使用料 3,580千円
・人口減少に伴う減は続くものの、長崎駅周辺やスタジアムシティといった
　都心部における開発の影響により減収に一定の歯止めが見込まれることによる増

（科目）下水道事業収益・特別利益・その他特別利益 27,655千円
・高田南土地区画整理事業における汚水管の長与町への移管に伴う増

高田南土地区画整理事業における汚水管の長与町への移管に伴う帳簿上の処理
ほか

特 別 利 益
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（２）収益的支出

   ア　対前年度当初予算目別比較

当 初 当 初
（Ａ） （Ｂ）

１ 下 水 道 事 業 費 用 11,689,582 100 11,786,178 100 △ 96,596 △ 0.8

１ 営 業 費 用 10,849,599 92.9 10,727,573 91.0 122,026 1.1

１ 管 渠 費 430,969 3.7 452,890 3.8 △ 21,921 △ 4.8

２ 処 理 場 費 3,215,168 27.5 3,213,470 27.3 1,698 0.1

３ 雨 水 排 水 費 58,195 0.5 50,179 0.4 8,016 16.0

４ 普 及 奨 励 費 17,373 0.2 20,830 0.2 △ 3,457 △ 16.6

５ 業 務 費 459,947 3.9 437,637 3.7 22,310 5.1

６ 総 係 費 431,174 3.7 397,176 3.4 33,998 8.6

７ 減 価 償 却 費 6,159,369 52.7 6,133,579 52.0 25,790 0.4

８ 資 産 減 耗 費 77,403 0.7 21,811 0.2 55,592 254.9

９ そ の 他 営 業 費 用 1 0.0 1 0.0 － －        

２ 営 業 外 費 用 798,491 6.8 1,022,815 8.7 △ 224,324 △ 21.9

１ 支 払 利 息 638,782 5.5 692,307 5.9 △ 53,525 △ 7.7

２
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

157,586 1.3 328,635 2.8 △ 171,049 △ 52.0

３ 雑 支 出 2,123 0.0 1,873 0.0 250 13.3

３ 特 別 損 失 40,492 0.3 34,790 0.3 5,702 16.4

１ 固 定 資 産 売 却 損 1 0.0 15,016 0.1 △ 15,015 △ 100.0

２ 固 定 資 産 譲 渡 損 28,975 0.2 1 0.0 28,974 1,000以上

３ 過 年 度 損 益 修 正 損 11,516 0.1 14,505 0.1 △ 2,989 △ 20.6

４ そ の 他 特 別 損 失 － 0.0 5,268 0.1     △ 5,268 皆減

４ 予 備 費 1,000 0.0 1,000 0.0 － －        

1,027,933 896,965 130,968 収 支 差 引

構成比 構成比 （Ａ）－（Ｂ） 増 減 率
款 項 目

令和７年度 令和６年度 差　引　増　減
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【参考】　収支状況の今後の見通し（令和5年度～令和11年度）

　収益については、人口減少等に伴う有収水量の減により下水道使用料が減少していく見込みである。
　費用については、引き続き動力費や薬品費等における物価高騰の影響により多額の維持管理費を要するとともに、
　西部下水処理場し尿等受入施設建設（R7～9予定）等に伴い減価償却費が増加していく見込みである。

（単位：億円）

74 75 75 74 74 73 72 368

30 23 23 24 25 27 25 124

19 22 22 20 19 26 23 110

123 120 120 118 118 126 120 602

5 6 6 5 6 6 6 29

34 37 38 42 39 38 38 195

81 62 62 64 65 74 68 333

7 7 6 6 5 6 5 28

127 112 112 117 115 124 117 585

△ 4 8 8 1 3 2 3 17

24 18 33 38 57 14 15 157

21 20 21 21 19 17 16 94

21 17 16 17 39 17 21 110

66 55 70 76 115 48 52 361

42 31 46 64 106 48 55 319

58 58 57 55 52 45 44 253

1 1 1 1 1 1 1 5

101 90 104 120 159 94 100 577

△ 35 △ 35 △ 34 △ 44 △ 44 △ 46 △ 48 △ 216

53 37 42 44 44 49 45 224

△ 4 8 8 1 3 2 3 17

49 45 50 45 47 51 48 241

14 10 16 1 3 5 0 25

124 134 150 151 154 159 159

※Ｒ６予算：令和６年度下水道事業会計補正予算（第２号）を含む。

年度

費

用

人 件 費

維 持 管 理 費 ほ か

減 価 償 却 費 等

支 払 利 息

計

R5
決算

R8
R6

予算
R7

予算科目

収
益
的
収
支

（
税
抜
き

）

収

益

下 水 道 使 用 料

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

計

R9 R10 R11
R7～R11

計

純 利 益

累 積 資 金 残 高

計

支

出

建 設 改 良 費

計

企 業 債 償 還 金

そ の 他

収

入

企 業 債

出 資 金

そ の 他

資 本 的 収 支 差 引

補　填
財　源
発生額

内 部 留 保 資 金 等

利 益 剰 余 金

計

当 年 度 資 金 収 支

資
本
的
収
支

（
税
込
み

）
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   イ　節別内訳

款 項 目 節 予 定 額 （ 千 円 ）
1 11,689,582

1 10,849,599
1 管 渠 費 430,969

給 料 23,933 正規5人、再任用1人
手 当 等 11,503 期末手当 3,896 千円

勤勉手当 3,110 千円
扶養手当 1,710 千円
時間外勤務手当 1,119 千円
住居手当 672 千円
地域手当 513 千円
通勤手当 481 千円
特殊勤務手当 2 千円

賞与引当金繰入額 3,291 期末・勤勉手当に係る引当金繰入額
法 定 福 利 費 7,725 共済組合負担金 7,223 千円

再任用職員等に係る社会保険料 437 千円
地方公務員災害補償基金負担金 65 千円

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

860 法定福利費に係る引当金繰入額

報 酬 1,106 会計年度任用職員の報酬
旅 費 118 会計年度任用職員の通勤費
備 消 品 費 275 管渠維持管理用備消耗品費
燃 料 費 380 車両用ほか
光 熱 水 費 510 マンホールポンプ電灯料ほか
通 信 運 搬 費 8,304 回線使用料
委 託 料 173,440

賃 借 料 5,141 非常用発電機借上料ほか
修 繕 費 128,277 汚水管等緊急修繕

マンホールポンプ修繕
汚水桝・人孔修繕
高浜地区マンホール鉄蓋取替工事ほか

内 訳

西部下水処理場維持管理業務委託

琴海中部地区マンホールポンプ設備保守点検管理業務委託
南部下水処理場維持管理業務委託

中部８号幹線汚水管清掃業務委託ほか

下 水 道 事 業 費 用

管渠の維持及び作業に要する費用
営 業 費 用

長崎市公共下水道管路施設維持管理業務委託
伏越・マンホールポンプ人孔清掃・ポンプ圧送先点検業務委託
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款 項 目 節 予 定 額 （ 千 円 ） 内 訳

路 面 復 旧 費 2,000 道路舗装工事費
動 力 費 42,152 マンホールポンプほか電力料
材 料 費 21,953 管渠維持用材料費（マンホール鉄蓋ほか）
補 償 金 1 管渠維持管理に要する補償金

2 処 理 場 費 3,215,168
給 料 87,271 正規20人、再任用5人
手 当 等 40,242 期末手当 13,007 千円

勤勉手当 10,747 千円
時間外勤務手当 5,272 千円
住居手当 3,561 千円
地域手当 1,811 千円
通勤手当 2,624 千円
扶養手当 2,460 千円
管理職手当 748 千円
管理職員特別勤務手当 12 千円

賞与引当金繰入額 11,482 期末・勤勉手当に係る引当金繰入額
法 定 福 利 費 27,273 共済組合負担金 25,441 千円

再任用職員に係る社会保険料 1,559 千円
地方公務員災害補償基金負担金 273 千円

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

3,170 法定福利費に係る引当金繰入額

報 酬 2,060 会計年度任用職員の報酬
旅 費 183 会計年度任用職員の通勤費ほか
備 消 品 費 2,623 処理場維持管理用、水質試験用等備消耗品費
燃 料 費 4,033 車両用
光 熱 水 費 815 処理場水道料金ほか
通 信 運 搬 費 5,525 回線使用料ほか

処理場に係る設備の維持及び作業に要する費用
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款 項 目 節 予 定 額 （ 千 円 ） 内 訳

委 託 料 2,768,980 西部下水処理場維持管理業務委託
南部下水処理場維持管理業務委託
三重下水処理場維持管理業務委託
東部下水処理場維持管理業務委託
西部下水処理場脱水ケーキ等搬出処分業務委託
南部下水処理場脱水ケーキ等搬出処分業務委託
東部下水処理場脱水ケーキ等搬出処分業務委託
三重下水処理場脱水ケーキ等搬出処分業務委託
琴海中部地区クリーンセンター運転管理業務委託
野母終末処理場ほか運転管理業務委託
長崎市浄化センター水質試験業務委託
野母崎地区終末処理場汚泥運搬業務委託
琴海南部浄化センター脱水ケーキ等搬出処分業務委託
伊王島浄化センター汚泥運搬業務委託
高島浄化センター汚泥運搬業務委託
下水処理場し渣運搬業務委託
高浜終末処理場ほか運転管理等業務委託
神浦浄化センター汚泥運搬業務委託
下水処理場放流水・流入水重金属等試験業務委託ほか

手 数 料 4,450 ごみ（し渣）搬入手数料ほか
賃 借 料 983 非常用発電機借上料ほか
修 繕 費 194,099 三重下水処理場最終沈殿池整備工事

西部下水処理場汚泥脱水機整備工事
西部下水処理場重力濃縮槽掻寄機整備工事
東部下水処理場調整槽ポンプ設備整備工事
西部下水処理場送風機整備工事
琴海中部地区クリーンセンターほかＰＬＣ整備工事ほか

動 力 費 25,227 処理場等電気料金ほか
薬 品 費 3,157 水質試験用薬品ほか
材 料 費 28,280 処理場等維持用材料費
諸 謝 金 15 海域調査における学識者への謝礼金
負 担 金 5,300 中部茂里町流量調整池電力料ほか
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款 項 目 節 予 定 額 （ 千 円 ） 内 訳

3 雨 水 排 水 費 58,195
給 料 4,523 正規1名
手 当 等 2,006 期末手当 708 千円

勤勉手当 578 千円
時間外勤務手当 286 千円
扶養手当 252 千円
地域手当 96 千円
通勤手当 86 千円

賞与引当金繰入額 643 期末・勤勉手当に係る引当金繰入額
法 定 福 利 費 1,552 共済組合負担金 1,541 千円

地方公務員災害補償基金負担金 11 千円
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

142 法定福利費に係る引当金繰入額

備 消 品 費 5 雨水排水ポンプ場維持管理用等備消耗品費
光 熱 水 費 6 雨水貯留管水位計電灯料
通 信 運 搬 費 718 回線使用料
委 託 料 29,358 西部下水処理場維持管理業務委託ほか
手 数 料 248
修 繕 費 17,840
動 力 費 595 雨水排水マンホールポンプ電力料
材 料 費 559 雨水排水ポンプ場、雨水マンホール維持用材料費

4 普 及 奨 励 費 17,373
給 料 5,728
手 当 等 1,750 期末手当 684 千円

勤勉手当 561 千円
時間外勤務手当 218 千円
通勤手当 172 千円
地域手当 115 千円

賞与引当金繰入額 623 期末・勤勉手当に係る引当金繰入額
法 定 福 利 費 1,466 共済組合負担金 1,181 千円

再任用職員等に係る社会保険料 263 千円
地方公務員災害補償基金負担金 22 千円

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

287 法定福利費に係る引当金繰入額

印 刷 製 本 費 195 水洗化勧奨業務用印刷費
通 信 運 搬 費 1 水洗化勧奨業務用船車券

下水道の普及を促進する活動に要する費用

雨水排水設備の維持及び作業に要する費用

正規1人、再任用1人

雨水渠土砂撤去等工事ほか
中部茂里町第１雨水排水ポンプ場建築用仕上塗材石綿含有調査手数料
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款 項 目 節 予 定 額 （ 千 円 ） 内 訳

補 助 交 付 金 7,323 市民税非課税世帯水洗便所改造費補助金 3,120 千円
下水道共同排水設備設置補助金 980 千円
ポンプ設備設置補助金 1,800 千円
排水設備設置費補助金（集落排水事業） 1,040 千円
生活扶助世帯水洗便所改造費補助金 268 千円
水洗化資金利子補給補助金 115 千円

5 業 務 費 459,947
給 料 33,709 正規6人、再任用3人
手 当 等 14,041 期末手当 5,509 千円

勤勉手当 4,499 千円
扶養手当 1,158 千円
通勤手当 936 千円
地域手当 708 千円
管理職手当 477 千円
時間外勤務手当 418 千円
住居手当 336 千円

賞与引当金繰入額 4,309 期末・勤勉手当に係る引当金繰入額
法 定 福 利 費 10,536 共済組合負担金 9,087 千円

再任用職員等に係る社会保険料 1,351 千円
地方公務員災害補償基金負担金 98 千円

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

1,362 法定福利費に係る引当金繰入額

報 酬 3,625 会計年度任用職員の報酬
旅 費 360 会計年度任用職員の通勤費ほか
報 償 費 583 受益者負担金・分担金前納報奨金
備 消 品 費 16 事務用備消耗品費
燃 料 費 114 車両用
印 刷 製 本 費 483 上下水道料金受付等業務に係る印刷物ほか
通 信 運 搬 費 506 後納郵便料
委 託 料 371
手 数 料 70 口座振替手数料ほか
賃 借 料 18 会場借上料ほか
修 繕 費 138 車両修理
負 担 金 389,335 下水道使用料徴収事務に係る負担金ほか
電 子 計 算 分 担 金 371 受益者負担金等の事務に係る電算負担金

料金の調定等その他業務の運営に要する費用

弁護士法人債権回収業務委託（水洗便所改築資金貸付金）
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款 項 目 節 予 定 額 （ 千 円 ） 内 訳

6 総 係 費 431,174 事業活動の全般に関連する費用
給 料 91,487 正規22人
手 当 等 55,873 期末手当 14,725 千円

勤勉手当 12,251 千円
児童手当 9,490 千円
時間外勤務手当 5,898 千円
扶養手当 3,282 千円
管理職手当 3,222 千円
通勤手当 2,502 千円
住居手当 2,484 千円
地域手当 1,963 千円
管理職員特別勤務手当 54 千円
特殊勤務手当 2 千円

賞与引当金繰入額 12,847 期末・勤勉手当に係る引当金繰入額
法 定 福 利 費 30,552 共済組合負担金 29,791 千円

会計年度任用職員に係る社会保険料 521 千円
地方公務員災害補償基金負担金 240 千円

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

2,789 法定福利費に係る引当金繰入額

退 職 給 付 費 72,853
報 酬 1,345 会計年度任用職員、上下水道事業運営審議会委員の報酬
旅 費 4,806 県内及び県外出張旅費ほか
被 服 費 382 職員貸与作業服等購入費
備 消 品 費 2,095 事務用備消耗品費
燃 料 費 116 車両用
光 熱 水 費 173 水道料金
印 刷 製 本 費 1,470 広報ながさき折り込みチラシほか
通 信 運 搬 費 1,164 回線使用料ほか
委 託 料 57,516

退職給付引当金繰入額

給与事務委託等業務委託ほか

ウォーターＰＰＰ導入可能性調査業務委託
アセットマネジメント支援情報システム保守業務委託
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款 項 目 節 予 定 額 （ 千 円 ） 内 訳

手 数 料 1,486 健康診断手数料ほか
賃 借 料 2,439 電子複写機賃借料ほか
修 繕 費 379 車両修理ほか
研 修 費 1,460 各種研修会等受講料ほか
諸 謝 金 24 福州市水道技術交流通訳謝礼金
交 際 費 100
食 糧 費 259 福州市上下水道技術視察団
厚 生 費 51 救急薬品等購入費
負 担 金 42,878 契約事務一元化に係る負担金 26,405 千円

7,625 千円
8,848 千円

庁 舎 管 理 負 担 金 25,658 21,917 千円
3,741 千円

電 子 計 算 分 担 金 12,418 全庁ネットワーク分担金ほか
保 険 料 3,130 下水道賠償責任保険料ほか
貸 倒 損 失 3
貸倒引当金繰入額 5,421 回収不能見込額に係る引当金繰入額

7 減 価 償 却 費 6,159,369
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

6,106,875

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

52,494

8 資 産 減 耗 費 77,403
固 定 資 産 除 却 費 77,400
たな卸資産減耗費 3

9 そ の 他 営 業 費 用 1
材 料 売 却 原 価 1

電子調達システムに係る負担金ほか
庁舎の維持管理負担金

管理者人件費に係る負担金

総合事務所の維持管理負担金ほか

施設更新に係る除却費ほか
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款 項 目 節 予 定 額 （ 千 円 ） 内 訳

2 798,491
1 支 払 利 息 638,782

企 業 債 利 息 638,782 企業債の支払利息

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

157,586

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

157,586 消費税及び地方消費税納付額

3 雑 支 出 2,123
不 用 品 売 却 原 価 1,749
貸 倒 損 失 3
貸倒引当金繰入額 371

3 40,492
1 固 定 資 産 売 却 損 1

固 定 資 産 売 却 損 1
2 固 定 資 産 譲 渡 損 28,975

固 定 資 産 譲 渡 損 28,975

3 過年度損益修正損 11,516
下 水 道 使 用 料 11,516 過年度更正分見込額

4 1,000
1 予 備 費 1,000

予 備 費

特 別 損 失
回収不能見込額に係る引当金繰入額

不用品（マンホール鉄屑及び鉄屑等）の売却原価

高田南土地区画整理事業における汚水管の長与町への移管に伴う帳簿上
の処理

営 業 外 費 用
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   ウ　性質別内訳

令和７年度 構成比 令和６年度 構成比 差引増減 増減率

給 料 246,651         2.1 236,929         2.0 9,722 4.1

手 当 等 125,415         1.1 120,546         1.0 4,869 4.0
賞 与 引 当 金
繰 入 額

33,195          0.3 31,508          0.3 1,687 5.4

法 定 福 利 費 79,104          0.6 77,645          0.7 1,459 1.9
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

8,610           0.1 7,888           0.1 722 9.2

報 酬 8,136           0.1 10,170          0.1 △ 2,034 △ 20.0

退 職 給 付 費 72,853          0.6 76,889          0.6 △ 4,036 △ 5.2

573,964         4.9 561,575         4.8 12,389 2.2

備 消 品 費 5,014           0.0 21,360          0.2 △ 16,346 △ 76.5

通 信 運 搬 費 16,218          0.1 16,026          0.1 192 1.2

委 託 料 3,029,665       25.9 2,895,432       24.6 134,233 4.6

賃 借 料 8,581           0.1 7,845           0.1 736 9.4

修 繕 費 340,733         2.9 451,844         3.8 △ 111,111 △ 24.6

動 力 費 67,974          0.6 74,081          0.6 △ 6,107 △ 8.2

薬 品 費 3,157           0.0 2,897           0.0 260 9.0

材 料 費 50,792          0.4 21,161          0.2 29,631 140.0

補 助 交 付 金 7,323           0.1 9,270           0.1 △ 1,947 △ 21.0

負 担 金 437,513         3.7 445,583         3.8 △ 8,070 △ 1.8

庁 舎 管 理 負 担 金 25,658          0.2 24,057          0.2 1,601 6.7

減 価 償 却 費 6,159,369       52.7 6,133,579       52.0 25,790 0.4

固 定 資 産 除 却 費 77,400          0.7 21,710          0.2 55,690 256.5

企 業 債 利 息 638,782         5.5 692,307         5.9 △ 53,525 △ 7.7
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

157,586         1.4 328,635         2.8 △ 171,049 △ 52.0

そ の 他 89,853          0.8 78,816          0.6 11,037 14.0

（ 内 訳 は 次 頁 ）
11,115,618      95.1 11,224,603      95.2 △ 108,985 △ 1.0

11,689,582      100 11,786,178      100 △ 96,596 △ 0.8

科 目

（単位:千円･％）

合 計

人

件

費

計

計

物

件

費

等
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   エ　その他の内訳
科 目 令和７年度 令和６年度 差引増減

旅 費 5,467 6,277 △ 810

報 償 費 583 579 4

被 服 費 382 520 △ 138

燃 料 費 4,643 1,159 3,484

光 熱 水 費 1,504 1,757 △ 253

印 刷 製 本 費 2,148 953 1,195

手 数 料 6,254 4,985 1,269

路 面 復 旧 費 2,000 2,000 －

補 償 金 1 500 △ 499

研 修 費 1,460 1,746 △ 286

諸 謝 金 39 174 △ 135

交 際 費 100 100 －

食 糧 費 259 － 259

厚 生 費 51 55 △ 4

電 子 計 算 分 担 金 12,789 12,230 559

保 険 料 3,130 3,911 △ 781

貸 倒 損 失 6 59 △ 53

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 5,792 4,409 1,383

た な 卸 資 産 減 耗 費 3 101 △ 98

材 料 売 却 原 価 1 1 －

不 用 品 売 却 原 価 1,749 1,510 239

固 定 資 産 売 却 損 1 15,016 △ 15,015

固 定 資 産 譲 渡 損 28,975 1 28,974

過 年 度 損 益 修 正 損 11,516 14,505 △ 2,989

そ の 他 特 別 損 失 － 5,268 △ 5,268

予 備 費 1,000 1,000 －

計 89,853 78,816 11,037

物件費等における増減の主な理由
　（科目）下水道事業費用・営業費用・委託料 134,233千円

　（科目）下水道事業費用・営業費用・修繕費 △111,111千円

△ 20.6

－

△ 100.0

1,000以上

皆減

125.4

△ 26.5

300.6

皆増

△ 14.4

25.5

△ 99.8

△ 16.4

△ 77.6

－

（単位:千円･％）
増減率

0.7

△ 12.9

－

△ 7.3

4.6

△ 97.0

△ 89.8

31.4

△ 20.0

　　　・下水処理場維持管理業務委託において、動力費、薬品費及び労務費の
　　　　増等による増

　　　・南部処理区の３ポンプ場の整備工事が皆減となったこと等による減

－

14.0

15.8

-17-



（３）資本的収入

   ア　対前年度当初予算目別比較 【参考】 （単位:千円･％）

令和６年度

当 初 当 初 補 正 ２ 号

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

１ 資 本 的 収 入 6,974,187 100 4,611,019 100 2,363,168 51.3 895,340 3,258,508 70.7

１ 企 業 債 3,346,000 48.0 1,404,900 30.5 1,941,100 138.2 405,400 2,346,500 167.0

２ 出 資 金 2,089,546 30.0 2,045,114 44.4 44,432 2.2 － 44,432 2.2

１ 他 会 計 出 資 金 2,089,546 30.0 2,045,114 44.4 44,432 2.2 － 44,432 2.2

３ 受益者負担金・分担金 9,105 0.1 9,327 0.2 △ 222 △ 2.4 － △ 222 △ 2.4

４ 工 事 負 担 金 96,336 1.4 34,805 0.7 61,531 176.8 － 61,531 176.8

１ 他 会 計 負 担 金 94,536 1.4 5,905 0.1 88,631 1,000以上 － 88,631 1,000以上

２ そ の 他 負 担 金 1,800 0.0 28,900 0.6 △ 27,100 △ 93.8 － △ 27,100 △ 93.8

５ 補 助 金 1,335,112 19.1 825,983 17.9 509,129 61.6 489,940 999,069 121.0

１ 国 庫 補 助 金 1,335,112 19.1 825,983 17.9 509,129 61.6 489,940 999,069 121.0

６ 補 償 金 85,297 1.2 114,821 2.5 △ 29,524 △ 25.7 － △ 29,524 △ 25.7

７ 貸 付 金 償 還 金 12,790 0.2 17,332 0.4 △ 4,542 △ 26.2 － △ 4,542 △ 26.2

１
水洗便所改築資金
貸 付 金 償 還 金

12,790 0.2 17,332 0.4 △ 4,542 △ 26.2 － △ 4,542 △ 26.2

８ 固定資産売却代金 1 0.0 158,737 3.4 △ 158,736 △ 100.0 － △ 158,736 △ 100.0

差　引　増　減

構成比 構成比 （Ａ）－（Ｂ） 増 減 率 (Ａ)＋(Ｃ)－(Ｂ) 増 減 率
款 項 目

令和７年度 令和６年度 差　引　増　減
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   イ　節別内訳

款 項 目 節 予定額（千円）
1 6,974,187

1 3,346,000
1 企 業 債 3,346,000

企 業 債 3,346,000 下水道建設事業費 2,900,700 千円
下水道事業債（特別措置分） 445,300 千円

2 2,089,546
1 他 会 計 出 資 金 2,089,546

他 会 計 出 資 金 2,089,546 （一般会計出資金）
企業債元金等 2,089,546 千円

3 9,105

1
受 益 者 負 担 金 ･

分 担 金
9,105

受 益 者 負 担 金 8,454

受 益 者 分 担 金 651

4 96,336

1 他 会 計 負 担 金 94,536

他 会 計 負 担 金 94,536

2 そ の 他 負 担 金 1,800
そ の 他 負 担 金 1,800

5 1,335,112
1 国 庫 補 助 金 1,335,112

国 庫 補 助 金 1,335,112 公共下水道建設事業分 1,309,812 千円
特定環境保全公共下水道事業分 25,300 千円

6 85,297
1 補 償 金 85,297

補 償 金 85,297
7 12,790

1
水洗便所改築資金
貸 付 金 償 還 金

12,790

水洗便所改築資金
貸 付 金 償 還 金

12,790

8 1
1 固定資産売却代金 1

固定資産売却代金 1

中部下水処理場ほか解体に係る負担金ほか

（一般会計負担金）

下水道施設工事に伴う工事負担金

固 定 資 産 売 却 代 金

汚水管移設に伴う補償金
貸 付 金 償 還 金

補 助 金

補 償 金

工 事 負 担 金

内 訳

受 益 者 負 担 金 ･ 分 担 金

資 本 的 収 入
企 業 債

出 資 金
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増減の主な理由

（科目）資本的収入・企業債・企業債 1,941,100千円
・中部下水処理場ほか解体等の建設改良費が増加することによる増

（科目）資本的収入・工事負担金・他会計負担金 88,631千円
・中部下水処理場ほか解体等において、一般会計から負担金を受け入れる
　ことによる増

（科目）資本的収入・補助金・国庫補助金 509,129千円
・文教排水区（文教町）雨水渠推進工事等の補助対象事業費が増加する
　ことによる増

（科目）資本的収入・固定資産売却代金・固定資産売却代金 △158,736千円
・北部下水処理場跡地の売却代金の皆減
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（４）資本的支出

   ア　対前年度当初予算目別比較 【参考】 （単位:千円･％）

令和６年度
当 初 当 初 補 正 ２ 号
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

１ 資 本 的 支 出 10,412,690 100 8,014,047 100 2,398,643 29.9 980,937 3,379,580 42.2

１ 建 設 改 良 費 4,636,145 44.5 2,135,949 26.7 2,500,196 117.1 980,937 3,481,133 163.0

１ 単 独 公 共 下 水 道 建 設 事 業 費 1,503,967 14.4 506,707 6.3 997,260 196.8 42,000 1,039,260 205.1

２ 単独公共下水道雨水建設事業費 262,722 2.5 44,937 0.6 217,785 484.6 － 217,785 484.6

３ 単独特定環境保全公共下水道事業費 19,294 0.2 2,070 0.0 17,224 832.1 － 17,224 832.1

４ 単独農業集落排水施設建設事業費 4,340 0.0 5,386 0.1 △ 1,046 △ 19.4 － △ 1,046 △ 19.4

５ 単独漁業集落排水施設建設事業費 2,160 0.0 3,435 0.0 △ 1,275 △ 37.1 － △ 1,275 △ 37.1

６ 補 助 公 共 下 水 道 建 設 事 業 費 1,678,915 16.1 1,148,065 14.3 530,850 46.2 938,937 1,469,787 128.0

７ 補助公共下水道雨水建設事業費 892,000 8.6 － －   892,000 皆増 － 892,000 皆増

８ 補助特定環境保全公共下水道事業費 50,600 0.5 61,580 0.8 △ 10,980 △ 17.8 － △ 10,980 △ 17.8

補助農業集落排水施設建設事業費 － －   5,159 0.1 △ 5,159 皆減 － △ 5,159 皆減

９ 汚 水 改 良 事 業 費 133,539 1.3 249,362 3.1 △ 115,823 △ 46.4 － △ 115,823 △ 46.4

１０新 市 庁 舎 建 設 事 業 費 29,444 0.3 49,661 0.6 △ 20,217 △ 40.7 － △ 20,217 △ 40.7

１１営 業 設 備 費 53,723 0.5 54,616 0.7 △ 893 △ 1.6 － △ 893 △ 1.6

１２リ ー ス 債 務 支 払 額 5,441 0.1 4,971 0.1 470 9.5 － 470 9.5

２ 企 業 債 償 還 金 5,712,545 54.9 5,812,932 72.5 △ 100,387 △ 1.7 － △ 100,387 △ 1.7

３ 投            資 64,000 0.6 65,166 0.8 △ 1,166 △ 1.8 － △ 1,166 △ 1.8

１ 長 期 貸 付 金 14,000 0.1 15,166 0.2 △ 1,166 △ 7.7 － △ 1,166 △ 7.7

２ 投 資 有 価 証 券 購 入 費 50,000 0.5 50,000 0.6 － － － － － 

3,438,503 3,403,028 35,475 85,597      121,072 

259,573 85,075 174,498 －          174,498 

3,178,930 2,225,253 953,677 85,597      1,039,274 

－ 1,092,700 △ 1,092,700 －          △ 1,092,700 

資 本 的 収 支 不 足 額

補

て

ん

財

源

当 年 度 分 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税
資 本 的 収 支 調 整 額

損 益 勘 定 留 保 資 金

減 債 積 立 金

差　引　増　減

構成比 構成比 （Ａ）－（Ｂ） 増 減 率 (Ａ)＋(Ｃ)－(Ｂ) 増 減 率
款 項 目

令和７年度 令和６年度 差　引　増　減
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   イ　節別内訳

款 項 目 節 予定額（千円）
1 10,412,690

1 4,636,145

1
単 独 公 共 下 水 道
建 設 事 業 費

1,503,967

工 事 費 1,429,407 汚水管布設工事、下水処理場改築工事ほか
事 務 費 74,560 人件費（正規8人）ほか

2
単 独 公 共 下 水 道
雨 水 建 設 事 業 費

262,722

工 事 費 262,481
事 務 費 241

3
単 独 特 定 環 境 保 全
公 共 下 水 道 事 業 費

19,294

工 事 費 19,289
事 務 費 5 純事務費

4
単独農業集落排水施設
建 設 事 業 費

4,340

工 事 費 4,320 取付管布設・道路舗装復旧工事
事 務 費 20 純事務費

5
単独漁業集落排水施設
建 設 事 業 費

2,160

工 事 費 2,160 取付管布設・道路舗装復旧工事

6
補 助 公 共 下 水 道
建 設 事 業 費

1,678,915

工 事 費 1,553,180
事 務 費 125,735 人件費（正規16人）ほか

7
補 助 公 共 下 水 道
雨 水 建 設 事 業 費

892,000

工 事 費 892,000

8
補 助 特 定 環 境 保 全
公 共 下 水 道 事 業 費

50,600

工 事 費 50,600
9 汚 水 改 良 事 業 費 133,539

工 事 費 127,890 下水処理場改良工事ほか
事 務 費 5,649 人件費（正規1人）

10
新 市 庁 舎 建 設
事 業 費

29,444

工 事 費 29,444
11 営 業 設 備 費 53,723

営 業 設 備 費 53,723

内 訳

国庫補助対象汚水管布設工事、下水処理場改築工事ほか

取付管布設・道路舗装復旧工事ほか

雨水管渠布設工事ほか

汚水及び水中ポンプほか

新市庁舎建設事業費に係る一般会計への負担金

市庁舎跡地再整備等(R4継続費設定）

資 本 的 支 出
建 設 改 良 費

国庫補助対象雨水管渠布設工事ほか

国庫補助対象集落排水施設統合汚水管布設工事
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款 項 目 節 予定額（千円） 内 訳
12 リ ー ス 債 務 支 払 額 5,441

リ ー ス 債 務 支 払 額 5,441
2 5,712,545

1 企 業 債 償 還 金 5,712,545
企 業 債 償 還 金 5,712,545

3 64,000
1 長 期 貸 付 金 14,000

水 洗 便 所 改 築
資 金 貸 付 金

14,000 貸付見込件数　24件

2
投 資 有 価 証 券
購 入 費

50,000

投 資 有 価 証 券
購 入 費

50,000 債券の購入費

増減の主な理由

（科目）資本的支出・建設改良費・単独公共下水道建設事業費 997,260千円
・中部下水処理場ほか解体等が増加したこと等による増

（科目）資本的支出・建設改良費・補助公共下水道雨水建設事業費 892,000千円
・文教排水区（文教町）雨水渠推進工事が増加したことによる増

アセットマネジメント支援情報システムサーバー等リース料ほか

投 資

企 業 債 償 還 金
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２　企業債の状況

（１）企業債の推移 （単位：千円）

令和２年度決算 2,079,000 6,568,861 1,018,348 7,587,209 66,468,918 

令和３年度決算 2,745,900 6,321,270 900,021 7,221,291 62,893,548 

令和４年度決算 2,040,400 6,105,202 796,040 6,901,242 58,828,746 

令和５年度決算 2,502,300 5,793,554 725,951 6,519,505 55,537,492 

1,163,640 

引継ぎ後未償還残高 56,701,132 

令和６年度予算
（見込）

2,669,100 5,786,980 670,278 6,457,258 53,583,252 

令和７年度予算 3,392,000 5,712,545 638,782 6,351,327 51,262,707 

・中部下水処理場ほか解体等の建設改良費が増加することによる増

（２）借入先別最高・最低利率（令和７年１月１日）

（３）償還額のピーク　

※「元金」及び「元利合計」は、借換えに伴う償還額を除いて算定。

令和６年４月１日に集落排水事業より引継ぎ

利　　　　　　　　息 平成１１年度 5,210,098

元　　利　　合　　計 平成１７年度 12,000,340

種 類 年        度 金　　　額　（千円）

元　　　　　　　　金 平成２１年度 7,854,371

独 立 行 政 法 人 郵 便 貯 金 ・
簡 易 生 命 保 険 管 理 機 構

　４．６５％（平成 ６ 年度） ０．９％    （平成１４年度）

市 中 銀 行 　０．９４％（令和 ４ 年度） ０．２１１％（令和 ２ 年度）

財 務 省 　４．６５％（平成 ６ 年度） ０．００２％（令和 元 年度）

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 　３．４５％（平成 ８ 年度） ０．００４％（令和 元 年度ほか）

※令和６年度の元金償還額は、償還予定額である。

企業債発行額が令和７年度に増加した主な理由

借 入 先 最 高 利 率 （ 借 入 年 度 ） 最 低 利 率 （ 借 入 年 度 ）

未 償 還 残 高年 度 企 業 債 発 行 額 元 金 償 還 額 支 払 利 息 元 利 合 計
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ア 概要

事 業 名 予算額

(１) 上下水道事業に係る広報（広聴）活動費
2,050千円

○上下水道事業の経営状況の見通し等に対し広く意見を取り入れ、今後の事業運営や経営
改善への取組みをはじめとした事業運営に活かしていくため、上下水道事業運営審議会に
おける審議を行うもの。

○上下水道事業マスタープランをはじめ、経営改善に向けた上下水道事業の収支状況の周
知を図るなど、市民に上下水道事業に関心をもっていただくための広報活動を行うもの。

３ 下水道事業の主要事業等

イ 事業内容

委員長1名、委員14名 年4回分

(ウ）借上料 28千円（56千円）

(ア）報酬 239千円（478千円）

(イ）旅費（実費弁償）468千円（936千円）

上下水道の主要施設見学に係るジャンボタクシー借上げ 1回分

(１）上下水道事業運営審議会運営費 735千円（1,470千円） ※（ ）内は水道・下水道

の合計額

水道・下水道の合計予算額 4,101千円
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イ 事業内容

(エ）委員構成：15名（委員長1名、委員14名） 開催回数：年4回

経営状況等に対し広く意見を取り入れるため、現在の12名から、学識経験のあ

る者を2名、産業関係団体を代表する者を1名増し、15名での構成とする。

法令・条例・規則上の規定 審議に必要な視点 人数

学識経験のある者 経営・防災・環境に関する学術的・専門的な視点 5名

市民活動団体を代表する者 市民生活全般についての視点 1名

環境関係団体を代表する者
上下水道事業が環境へ与える影響及び持続可能な社会へ
の貢献に関する視点

1名

教育関係団体を代表する者
水の安全に関する視点
子どもへの広報に関する視点

1名

消費者関係団体を代表する者
水の安全に関する視点
市民への広報に関する視点

1名

保健関係団体を代表する者 水の安全に関する視点 1名

産業関係団体を代表する者 上下水道事業の経営に関する民間事業者からの視点 2名

報道関係団体を代表する者 市民への広報に関する視点 1名

市民（公募） 2名
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イ 事業内容

(２）上下水道事業運営に係る広報活動費 1,315千円（2,631千円）

市民に上下水道のことを一度考えてもらう呼びかけとなるよう、これまで

の経営努力や現在の経営状況、今後の事業について各種媒体を活用しながら

広報活動を展開する。

【広報誌のイメージ：広報たからづか（宝塚市）】

(ア）広報ながさき折り込み（新規）

上下水道の歴史やこれまでの経営努力や経営状況などの情報発信
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イ 事業内容

(イ）SNS（公式LINE,X）、デジタルサイネージ等を活用した広報活動（新規）

長崎市の上下水道施設の規模感や施設の維持管理に相当の経費を要してい
ることなど、上下水道事業について理解をしてもらうこと目的として情報発
信を行う。

【街角ビジョンによる広報イメージ】

【庁舎（大型モニタ）による広報イメージ】 【庁舎（デジタルサイネージ）による広報イメージ】
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予算科目 事業費
財源内訳

自己資金

水道事業費用・営業費用・総係費 ２，０５１ ２，０５１

下水道事業費用・営業費用・総係費 ２，０５０ ２，０５０

計 ４，１０１ ４，１０１

ウ 財源内訳

（単位：千円）
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ア 概要

事 業 名 予算額

（２） 下水道ストックマネジメント事業
千円

１，０３０，２６２

下水道ストックマネジメント計画に基づき、計画的な点検・調査及び修繕・改築を行う

ことにより、持続的な下水道機能の確保を図るもの。
国の１次補正に伴い、令和７年度に予定していた国庫補助事業等の一部（事業費：

980,937千円）を、令和７年１月臨時会の令和６年度下水道事業会計補正予算（第２号）
において令和６年度に前倒ししている。
※令和７年度当初：1,030,262千円＋令和６年度補正：980,937千円＝2,011,199千円

【下水道ストックマネジメント計画】

…下水道施設全体の今後の老朽化の進展状況を考慮し、リスク評価等による対策の優先順位付けを
行ったうえで、中長期的な視点で下水道施設全体を計画的かつ効率的に管理することを目的と
した計画

計画期間：令和元年度～令和５年度（第１期）
令和６年度～令和10年度（第２期）※現行計画

事業費 : 年度
区分

R6 R7 R8 R9 R10 合計

管渠 409,945 416,840 397,100 399,300 419,700 2,042,885

処理場・
ポンプ場

1,593,309 1,594,359 3,808,700 2,611,200 2,766,900 12,374,468

合計 2,003,254 2,011,199 4,205,800 3,010,500 3,186,600 14,417,353

（単位：千円）
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ウ 財源内訳

予算科目 事業費

財源内訳

企業債
※1

出資金
国庫補助金

※2
その他 自己資金

補助公共下水道
建 設 事 業 費

969,972 429,100 － 492,141 － 48,731

単独公共下水道
建 設 事 業 費

60,290 53,700 － － － 6,590

計 1,030,262 482,800 － 492,141 － 55,321

（単位：千円）

※1 企業債 ： 下水道事業債 482,800千円（充当率 95％）（交付税措置率 30％）
※2 国庫補助金 ： 防災・安全交付金（補助率 1/2、 5.5/10）

イ 事業内容

区分 主な内容 事業費

汚 水 管 渠

【補助】
・汚水管更生工事
興善町ほか φ250～φ600 L＝565m

・マンホール更生工事
元船町ほか 5箇所

178,522

下水処理場
等

【補助】
・西部下水処理場受変電設備改築工事（R7～R9）
・三重下水処理場中央監視制御設備改築工事（R7～R9）
・三重下水処理場沈砂池設備（機電）改築工事（R6～R7）ほか

851,740

（単位：千円）

-31-



エ 債務負担行為（令和7年度設定分）
（単位：千円）

番号 事 項 期間 限度額

1 西部下水処理場受変電設備改築工事
令和7年度から
令和9年度まで

1,840,000

2
三重下水処理場中央監視制御設備改築
工事

令和7年度から
令和9年度まで

1,370,000

3 西部下水処理場速度制御盤改築工事
令和7年度から
令和8年度まで

214,800

4
西部下水処理場６系水処理設備（反応
槽）改築工事

令和7年度から
令和8年度まで

135,000

5 中継ポンプ場遠方監視設備改築工事
令和7年度から
令和8年度まで

132,600

6 東部下水処理場速度制御盤改築工事
令和7年度から
令和8年度まで

69,600

7 西部下水処理場加圧浮上室改修工事
令和7年度から
令和8年度まで

50,000
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長崎市役所

桜町小学校

長崎市民
会館

市営桜町駐車場

長崎女子
商業高等学校

銅座川

長崎駅
Ｎ

夢彩都

中部処理区汚水管更生工事
（今回改築内容）
・施工延長 ： L＝ 348ｍ（φ250 ～φ600）・マンホール更生：４か所
・布 設 年 ： 昭和28年 ～ 昭和57年（71年～42年経過）

管更生施工箇所
マンホール更生施工箇所

アミュプラザ
長崎

凡 例
過年度施工
R7年度施工

R8年度以降施工

興善町付近
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崇福寺

南部処理区汚水管更生工事
（今回改築内容）
・施工延長 ： L＝217ｍ（φ250）・マンホール更生：１か所
・布 設 年 ： 昭和38年 ～ 平成10年（61年 ～26年経過）

Ｎ

管更生施工箇所
マンホール更生施工箇所

深堀郵便局

深堀町２丁目

深堀町２丁目付近鍛冶屋町付近

凡 例
過年度施工
R7年度施工

R8年度以降施工

Ｎ

管更生工事進捗状況

年度 R6
R6

補正
R7 R8～10 合計

施工延⻑
(ｍ) 2,037 739 565 6,838 10,179

進捗率
（％） 20 27.3 32.8 100 -

下水道ストックマネジメント計画（第２期）
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管路の維持管理において、老朽化等による事故発生等を未然に防止するため、下水道
ストックマネジメント計画に基づき、老朽化した既設管及び既設マンホール内面を樹脂
等で被覆する工事を行っている。

 

施工前 施工後

管更生
工事

マンホール
更生工事
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西部下水処理場受変電設備改築工事

今回工事箇所

（受変電設備の状況）

平成4年設置 32年経過

（今回改築内容）

・受変電設備 一式

※受変電設備とは、下水処理場内

の機器の動力源として、電力供

給会社より電源の供給を受け、

設備機器の運転に必要な電圧に

変圧し、配電を行う設備。

管理棟

汚泥処理棟

水処理棟

現況写真とかイメージ図とか

受変電設備（水処理棟）

受変電設備（管理棟）

一般平面図
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三重下水処理場中央監視制御設備改築工事

一般平面図

今回工事箇所

汚泥処理棟

（中央監視制御設備の状況）

平成20年設置 16年経過

（今回改築内容）

・中央監視制御設備 一式

※中央監視制御設備とは、下水

の処理に必要な機器や計測機

器を中央監視室（管理棟）で

集中的に監視し制御するため

の設備。

管理棟 機械棟

発電機室

滅菌棟

現況写真とかイメージ図とか

中央監視制御装置（管理棟2階）

中央監視制御画面
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三重下水処理場沈砂池設備（機電）改築工事

し渣脱水機（機械棟地下1階）

沈砂ホッパー（発電機棟1階）

一般平面図

発電機棟

機械棟

今回工事箇所

（沈砂池設備の状況）

昭和58年設置 41年経過

（今回改築内容）

・除塵設備 一式

・沈砂設備 一式

・電気設備 一式

※沈砂池設備とは、管渠から下水処理

場に流入するごみ（し渣）や砂を

取り除く設備で除塵設備と沈砂設

備で構成。
※除塵設備とは、流入下水中のごみ

(主に紙、毛髪、繊維類、食品残

渣)、木片等をスクリーンで除去、

洗浄、脱水する設備。
※沈砂設備とは、流入下水中の砂を

除去、洗浄、脱水する設備。
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ア 概要

事 業 名 予算額

（３） 下水道施設統合整備事業
千円

１，６７６，２５０

（ア） 中部下水処理場ほか解体工事（～令和９年度）

（イ） 集落排水処理施設を公共下水道へ統合（～令和14年度）

（ウ） し尿等を公共下水道に投入（し尿処理施設の共同化）（～令和９年度）

イ 事業内容

区分 主な内容 事業費

下水処理場
【補助】
・中部下水処理場ほか解体工事（R6～R9）
・西部下水処理場し尿等受入施設建設工事（R7～R9）

1,569,111

汚 水 管 渠

【補助】
・大江・形上、大子地区集落排水施設統合汚水管布設工事

φ75 L=400m
・南風泊地区集落排水施設統合汚水管布設工事

φ150 L=500m

107,139

（単位：千円）
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ウ 財源内訳
（単位：千円）

予算科目 事業費

財源内訳

企業債
※1

出資金
国庫補助金

※2
その他
※3

自己資金

補助公共下水道
建 設 事 業 費

583,208 275,200 1,700 291,604 14,700 4

補助特定環境保全
公共下水道事業費

50,600 22,700 2,600 25,300 － －

単独公共下水道
建 設 事 業 費

1,026,603 959,600 400 － 66,600 3

単独特定環境保全
公共下水道事業費

15,839 15,000 839 － － －

計 1,676,250 1,272,500 5,539 316,904 81,300 7

番号 事業名 7 8 9 合計

1
公共下水道建設事業
西部下水処理場し尿等受入
施設建設

294,000 1,365,000 1,953,000 3,612,000

（単位：千円）
エ 継続費（令和7年度設定分）

令和 令和 令和

※1 企業債：下水道事業債（公営企業施設等整理債）1,051,400千円（充当率100％）（交付税措置率－％）
下水道事業債（広域化・共同化分）221,100千円（充当率 95％）（交付税措置率 42％）

※3 その他：工事負担金（81,300千円）

※2 国庫補助金：社会資本整備総合交付金（補助率 1/2）
防災・安全交付金（補助率 1/2）
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中部下水処理場ほか解体工事

【工事内容】

①アスベスト含有建材及び塗料の撤去

②プラント機械・電気設備撤去
（機械設備） 主ポンプ設備、沈砂池設備、水処理設備、汚泥濃縮設備、汚泥脱水設備、脱臭設備など
（電気設備） 受変電設備、中央監視設備、非常用発電機など

③建築物解体、地下部埋め戻し
低段沈砂池・主ポンプ棟、管理本館、旧主ポンプ棟、合同庁舎、汚泥脱水機棟、汚泥濃縮・脱水棟など

【事業概要】
中部下水処理場並びにクリーンながさきの事務所（茂里町環境センター）及び動物愛護管理センターの合同
庁舎の解体工事を行うもの。

件名 中部下水処理場ほか解体工事

契約額 1,946,429千円（継続費 3,313,600千円）

工事期間 令和6年11月22日～令和10年2月29日
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中部下水処理場ほか解体工事

R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 合計

上下水道局 352,000 1,208,511 802,377 407,812 2,770,700

環境部 0 0 137,700 228,100 365,800

市民健康部 0 66,600 52,200 58,300 177,100

合計 352,000 1,275,111 992,277 694,212 3,313,600

＜部局ごとの負担額内訳＞ （単位：千円）

中部下水処理場ほか解体工事スケジュール

R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度

中部下水処理場

解体設計

解体工事

廃止
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低段沈砂池・主ポンプ棟

管理本館

汚泥脱水機棟

A系エアレーションタンク

合同庁舎
・茂里町環境センター
・動物愛護管理センター

A系最初沈殿池

A系最終沈殿池

中部下水処理場
(敷地面積２.８ha)

旧汚泥処理棟

B系最終沈殿池 返送汚泥
ポンプ室

旧主ポンプ棟

B系最初沈殿池

B系エアレーションタンク

汚泥濃縮・脱臭棟

濃縮汚泥
貯留槽

中部下水処理場ほか解体工事
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集落排水処理施設を公共下水道へ統合

大江・形上・大子地区（農集）
→大平浄化センター（下水道）へ統合

琴海中部地区(農集)
→琴海南部浄化センター(下水道)へ統合

太田尾地区（農集）
→東部下水処理場（下水道）へ統合

南風泊地区（漁集）
→高島浄化センター（下水道）へ統合

野母地区（漁集）・樺島地区（漁集）
→脇岬浄化センター（下水道）へ統合

【業務内容】

・大江・形上、大子地区集落排水施設統合汚水管布設工事
（令和７年度施工予定延長） φ75 L=400m

全体工事
工事期間： R7～R8
予定延長： 圧送管 L=710m

マンホールポンプ1カ所

・南風泊地区集落排水施設統合汚水管布設工事
（令和７年度施工予定延長） φ150 L=500m

全体工事
工事期間： R7～R9
予定延長： 圧送管 L=1,260m

マンホールポンプ2カ所

令和７年度 施工

令和７年度 施工

継続して利用し
更新時期に施設規模の

見直し

９カ所のうち６カ所を公共下水道に統合
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集落排水処理施設を公共下水道へ統合

統合工事（R７年度～） 統合再検討

検討事項を反映した費用対効果の再算出など
大江・形上、大子地区

（R7～R8）

南風泊地区（R7～R9）

太田尾地区

琴海中部地区

野母地区

樺島地区（R8～R12）

再検討

令和６年度に実施した詳細設計の結果、費用対効果があると判断した地区につ

いては、計画どおり統合工事を実施するが、工事費の増加などの検討事項が判明

した地区については、費用対効果の再算出を行うなど、公共下水道への統合の効

果を再検討する。

大平浄化センター
（R9～）

高島浄化センター
（R10～）

脇岬浄化センター
（R13～）
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集落排水処理施設を公共下水道へ統合

大平浄化センター

大江・形上地区

大子地区

MP

高島浄化センター

MP

南風泊地区

大江・形上、大子地区を大平浄化センターへ統合 南風泊地区を高島浄化センターへ統合

琴海形上地区
クリーンセンター

南風泊終末処理場

MP

ＮＮ
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集落排水処理施設を公共下水道へ統合

【統合スケジュール】

R６ R７ R８ R９ R１０ R１１ R１２ R１３ R１４

1
　大江・形上、
　大子（農集）

　大平
　浄化センター

・圧送管（ポリエチレン管）L=710m
・マンホールポンプ N=1箇所

2
　南風泊
　（漁集）

　高島
　浄化センター

・圧送管（ポリエチレン管）L=1,260m
・マンホールポンプ N=2箇所

3
　太田尾
　（農集）

　東部下水処理場
・自然流下管（塩ビ管）L=2,433m
・圧送管（ポリエチレン管）L=3,380m
・マンホールポンプ N=8箇所

4
　野母
　（漁集）

　脇岬
　浄化センター

・圧送管（ポリエチレン管）L=3,010m
・マンホールポンプ N=2箇所
・流量調整池改築工事

5
　琴海中部
　（農集）

　琴海南部
　浄化センター

・圧送管（ポリエチレン管）L=3,860m
・マンホールポンプ N=2箇所
・流量調整池改築工事

6
　樺島
　（漁集）

　脇岬
　浄化センター

・圧送管（ポリエチレン管）L=1,180m
・マンホールポンプ N=2箇所

詳
　
細
　
設
　
計
　
業
　
務
　
委
　
託

集落排水施設
（地区）

統合先処理施設

工事実施予定年度

参考（予定工事概要）

変更前計画 （管渠等接続）…

変更後計画 （管渠等接続）…

再
検
討
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し尿等を公共下水道に投入（し尿処理施設の共同化）

（スケジュール）

R5 R6 R7 R8 R9 R10

基本設計

詳細設計

建設工事

稼働

(1)事業期間 令和５年～９年度

(2)処理能力 約60kL/日

(3)建築面積 約500㎡(20m×25m)

(4)建物規模 地下１階地上２階建て

(5)建物高さ 約12m

西部下水処理場 し尿等受入施設建設

し尿等受入施設
(西部下水処理場)

施設の集約

処理能力 40kL/日
平成11年度稼働開始
令和７年度末稼働終了予定

処理能力 60kL/日
平成２年度稼働開始
令和９年度末稼働終了予定

長崎半島クリーンセンター

琴海クリーンセンター
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し尿等を公共下水道に投入（し尿等処理施設の共同化）

西部下水処理場平面図

建設予定地し尿等受入施設イメージ

【し尿等受入施設処理フロー図】
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し尿等を公共下水道に投入（し尿等処理施設の共同化）

R７年度 R８年度 R９年度 合計

工事費（上下水道局） 294,000 1,365,000 1,953,000 3,612,000

財
源
内
訳

国庫補助金 117,600 496,000 647,000 1,260,600

企業債 161,700 800,700 1,208,300 2,170,700

環境部負担金 14,700 68,300 97,700 180,700

【事業費内訳】 ※継続費設定 （単位：千円）

（建設工事スケジュール）

R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

土木建築

機械電気

稼働
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ア 概要

事 業 名 予算額

（４） 公共下水道雨水建設事業
千円

１，１５４，７２２

潮位の影響を受けやすい河川や海沿いの低地地区や河川の流下能力が不足する地区に

おいて、雨水の浸水防除のため、雨水管渠の整備を実施するもの。

イ 事業内容

区分 主な内容 事業費

雨水管渠
【補助】
・文教排水区（文教町）雨水渠推進工事（R6～R7）ほか

1,154,722

ポンプ場
【単独】
・中部茂里町第1雨水排水ポンプ場（機電）改築整備工事
（R7～R9）

－

（単位：千円）
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ウ 財源内訳

（単位：千円）

予算科目 事業費

財源内訳

企業債
※1

出資金 国庫補助金 その他 自己資金

補助公共下水道
雨水建設事業費

892,000 429,000 17,000 446,000 － －

単独公共下水道
雨水建設事業費

262,722 257,700 5,022 － － －

計 1,154,722 686,700 22,022 446,000 － －

番号 事 項 期間 限度額

1
中部茂里町第１雨水排水ポンプ場
（機電）改築整備工事

令和7年度から
令和9年度まで

509,260

エ 債務負担行為（令和7年度設定分）

（単位：千円）

※1 企業債 ： 下水道事業債（充当率 100％）（交付税措置率 30％）
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文教排水区（文教町）雨水渠推進工事

施工延長：L=３８０ｍ（φ１，６５０）

Ｎ

中大口径推進工法
施工延長：L=165ｍ（φ1,650）

開削工法
施工延長：L=215ｍ（φ1,650）

附
属
中
学
校
側

R2.7.7浸水被害状況
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文教排水区（文教町）雨水渠推進工事

事前調査時点
の支障物件

施工の際に発覚
した支障物件

変更前 変更後

到達立坑 到達立坑

発進立坑
発進立坑

現契約額 814,000千円
現契約額 814,000千円
増額 217,299千円
R7予算要求額 1,031,299千円

【増額内訳】
・立坑位置変更に伴う増額 138,199千円
・インフレスライド等増額 79,100千円
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施行箇所

（中部茂里町第１雨水排水ポンプ場）

電気設備（制御盤）原動機（ディーゼルエンジン）

（ポンプ場の状況）
ポンプ能力：275.52㎥/分

排水ポンプ ：昭和52年設置 47年経過
原動機 ：昭和52年設置 47年経過
フラップ弁 ：昭和52年設置 47年経過
バタフライ弁：昭和62年設置 37年経過
電気設備 ：昭和52年設置 47年経過
（主な対象機器）

・排水ポンプ 1台 ・原動機 1台
・フラップ弁 1式 ・バタフライ弁1式
・電気設備 1式

排水ポンプ

中部茂里町第１雨水排水ポンプ場（機電）改築整備工事

第１排水ポンプの写真
を追加する予定

長崎原爆病院立体駐車場
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ア 概要

事 業 名 予算額

（５） 汚水管渠・下水処理場等整備事業
千円

３１４，９３９

円滑な排水を促進するための汚水管渠の再構築や、適正な維持管理を図るため下水処

理場の整備を行うもの。

イ 事業内容

区分 主な内容 事業費

汚水管渠等

【単独】
・赤迫２丁目ほか内径200・150粍汚水管布設工事
・船大工町径300粍汚水管推進工事 ほか

285,964

高田南土地区画整理事業における汚水管の長与町への移管 28,975

（単位：千円）
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ウ 財源内訳

（単位：千円）

※2 その他：受益者負担金・分担金（8,633千円）
その他特別利益（長期前受金収益化）（28,975千円）

予算科目 事業費

財源内訳

企業債
※1

出資金 国庫補助金
その他
※2

自己資金

単独公共下水道
建 設 事 業 費

282,514 267,500 － － 8,454 6,560

単独特定環境保全
公共下水道事業費

3,450 3,200 － － 179 71

固定資産譲渡損 28,975 － － － 28,975 －

計 314,939 270,700 － － 37,608 6,631

※1 企業債 ： 下水道事業債 257,800千円（充当率 95％）（交付税措置率 30％）
過疎債 12,900千円（充当率 50％）（交付税措置率 70％）
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赤迫２丁目ほか内径200・150粍汚水管布設工事

（令和7年度施工内容）

汚水管 φ200 L=346.7ｍ
φ150 L=126.7ｍ

※要望により私道について汚水管の整備を
図るもの。

Ｎ

赤迫二丁目

赤迫一丁目

赤迫こども園

住吉台町

泉三丁目

若竹町

六地蔵

浦上自動車学校
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船大工町径300・250粍汚水管推進工事

施工延長 ： Ｌ ＝１４６ｍ（φ３００）

Ｎ

流下不良箇所

（令和7年度施工内容）

汚水管 φ300 L=48ｍ（推進）
φ250 L=20ｍ（開削）

※既存汚水管が老朽化し、流下不良を起こ
している箇所について、円滑な排水を促進
するための汚水管渠の再構築

凡 例
過年度施工
R7年度施工
R8年度施工

既設管
開削工法

施工延長：L=20ｍ（φ250）

推進工法
施工延長：L=48ｍ（φ300）
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予 算 名 予算額

下水道事業収益・特別利益・その他特別利益 ２８，９７５ 千円

下水道事業費用・特別損失・固定資産譲渡損 ２８，９７５ 千円

ア 概要

長与町行政区域にある長崎市の下水道事業計画区域内において、維持管理を要するマンホールポ

ンプの設置が必要となったことから、下水道事業計画区域の一部を長崎市から長与町に変更し、長

崎市が布設した汚水管を長与町へ移管するもの。

（ア）所在地 西彼杵郡長与町高田郷（高田南土地区画整理事業区域の一部）

（イ）移管資産 汚水管 L=766.37ｍ

（ウ）取得価格 28,974,778円（令和２年度～令和５年度施工分）

財源 国庫補助金 9,418,980円 長与町からの負担金（財源不足額） 19,555,798円

（エ）令和７年度予算内訳（汚水管の移管に伴う帳簿上の処理）

収入 その他特別利益 28,975千円

支出 固定資産譲渡損 28,975千円

高田南土地区画整理事業における汚水管の移管
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高田南土地区画整理事業に伴う汚水管の移管

⻑与町
排水区域

⻑崎市
排水区域

⻑与町へ移管
する区域

Ｎ

⻑与町

⻑崎市

マンホール
ポンプ
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ア 概要

事 業 名 予算額

（６） 汚水改良事業
千円

１２７，８９０

既設汚水管渠の移設及び下水処理場の既設設備の改良等を実施するもの。

イ 事業内容

区分 主な内容 事業費

汚 水 管 渠
【単独】
・国・県・市道の改良工事等に伴う汚水管移設

127,890

（単位：千円）

ウ 財源内訳 （単位：千円）

※1 その他：補償金（85,297千円）、工事負担金（1,800千円）

予算科目 事業費

財源内訳

企業債 出資金 国庫補助金
その他
※1

自己資金

汚水改良事業費 127,890 － － － 87,097 40,793

計 127,890 － － － 87,097 40,793
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国・県・市道の改良工事等に伴う汚水管移設

施工箇所

滑石中学校

大園小学校

北陽小学校

工事名 施工内容

φ250 撤去 L=505.0m(昭和39年布設 61年経過管)滑石5丁目ほか内径250粍汚水管移設工事

滑石５丁目ほか内径250粍汚水管移設工事

位 置 図

凡 例
過年度施工
R7年度施工
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ア 概要

下水道ウォーターPPP導入可能性調査業務委託：事業費 ４４，０００千円

〇維持管理及び更新事業に係る情報の収集・整理

〇地元企業が参入可能な官民連携事業スキームの検討

〇官民の役割分担・リスク分担の検討

〇民間市場調査（マーケットサウンディング）

〇導入評価など

イ 事業内容

国の「PPP／PFI推進アクションプラン」が令和５年度に改定され、公共施設等運営事
業（コンセッション）及び同方式に準じる効果が期待できる管理・更新一体マネジメン
ト方式（レベル３．５）方式（両者を総称して「ウォーターPPP」という）を推進する方
向性が示された。
ウォーターPPP導入が、令和９年度以降の汚水管改築に係る交付金要件化となった。
令和６年度の国土交通省のモデル都市支援による事前検討を踏まえ、下水道施設全体

を対象に、効率的に運営・管理していくため、「ウォーターPPP」のうち、下水道施設の
維持管理と施設更新を一体的に行う管理・更新一体マネジメント方式（レベル３．５）
の導入可能性を検討するもの。

事 業 名 予算額

（７）
下水道官民連携（下水道ウォーターPPP）
事業導入

千円
４４，０００
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千円

予算科目 事業費

財源内訳

企業債 出資金
国庫補助金

※1
その他 自己資金

総 係 費 44,000 － － 40,000 － 4,000

計 44,000 － － 40,000 － 4,000

ウ 財源内訳

※1 国庫補助金：上下水道一体効率化・基盤強化推進事業（補助率100％ 上限40,000千円）

（単位：千円）

千円

エ ウォーターPPP導入に係る国の支援制度の活用について

〇令和６年度、国土交通省の「下水道分野におけるウォーターPPP等の案件形成に向けた
方策検討業務」のモデル都市に長崎市が選定され、国土交通省が委託するコンサル
タントから事前検討の支援を受けている。

〇国土交通省が令和６年度から創設した「上下水道一体効率化・基盤強化推進事業」のうち、
「官民連携等基盤強化推進事業」を活用予定。

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度
以降

事前検討
（国のモデル
都市）

導入可能性
調査

入札・公募
準備

入札
・
公募

契約
・
引継

事業実施・
モニタリング

オ ウォーターPPP導入の想定スケジュール
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カ ウォーターPPPと長崎市下水処理場の包括委託レベルについて
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4
出典：「ウォーターPPPの概要」（国土交通省ホームページ）
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5
出典：「ウォーターPPPの概要」（国土交通省ホームページ）
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6

出典：「ウォーターPPPの概要」（国土交通省ホームページ）
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7

出典：「ウォーターPPPの概要」（国土交通省ホームページ）
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